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第 6 章 水制工 
第1節 基礎構造 
1.1 位 置 
1.1.1 一般 
 
1． 水制工は、一般に渓流の下流部又は砂礫円錐地帯の渓床幅が大で渓床勾配の急でない箇

所に計画する。 
2． 直線に近い区域で両岸に水制を計画する場合は、水制の頭部を対立させ、その中心線の

延長が中央で交わるように位置を定める。 
解説 
水制工は一般に渓流の下流部、あるいは砂礫円錐地帯の乱流区域に計画することが多く、

かかる区域では左右両岸対称の位置に計画して各水制頭部間の新水路河床を水流で低下させ、

同時に水制間に土砂を堆積せしめ、流路が固定するにおよんで水制頭部を導流工あるいは護

岸工で連結させ、整備を完了するものである。 
 
1.1.2 水衝部 
 

渓流上流部においても、渓流沿いの水流の衝撃に起因する崩壊の脚部等に水制を設け、水

流を遠ざけて崩壊の増大を阻止する。 
解説 
荒廃渓流の上流部においては、水制工を計画することはまれであるが、有利な場合が相当

ある。すなわち、短区間の崩壊地においては、崩壊の上流端に下向き非越流水制を一つ計画

し、水流を崩壊の脚より遠ざけることによって、崩壊の増大を防止することができる。また、

崩壊地が長区間にわたる場合は、多数の非越流水制を計画するのである。一般に崩壊箇所に

対しては片岸のみ計画する場合が多い。 

 
図 2-6-1 崩壊地に計画する水制工 
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1.2 方 向 
 

渓流においては上向き水制が有利であるが、普通は直角水制を用いることが多い。流線又

はその接線に対して 70°～90°の間の角度が適当である。 
解説 
 直角水制において水制間の中央に土砂 
の堆積を生じ、頭部における渓床の洗掘は 
比較的弱く、下向き水制においては水制間 
の砂礫堆積は直角水制より少なく、また頭 
部の洗掘は最も弱い。上向き水制の場合は 
水制間の砂礫の堆積は渓岸が水制に沿い 
前二者よりもはるかに多いが、頭部の洗掘 
作用は最も強い。渓流において水流が水制    図 2-6-2 水制の向きと堆積・洗掘 
を越流する場合、直角水制においては偏流 
を生ずることはないが、下向き水制では岸に向かって偏流し、上向き水制では渓流の中心に

向かって偏流する。したがって、一般には越流下向き水制はできる限り避けるべきである。 
 
第 2 節 水制工の設計 
 

水制工の設計に当たっては、流送土砂形態、対象流量、河床材料、河床変動等を考慮し、

その目的とする機能が発揮されるようにするとともに、安全性、経済性、維持管理面等につ

いても考慮するものとする。 
解説 
水制工の目的としては、流水や流送土砂をはねて渓岸構造物の保護や渓岸侵食の防止を図

るものと、流水や流送土砂の流速を減少させて縦侵食の防止を図るものとがあり、所要の機

能と安全性の確保について十分考慮するものとする。 
水制工の形式は、その構造により透過、不透過に分類され、また、高さにより越流・非越

流に分けられる。 
水ハネ、土砂ハネを目的とする場合は非越流、不透過水制工を用い、流速減少を目的とす

る場合は越流、透過水制工を用いるのが一般的である。 
砂防施設として用いる水制工は、一般に急流河川に設置する場合が多く、このため、水制

工を水ハネ、土砂ハネを主目的に設置する場合は、水制工の強度及び維持管理面から相当困

難が予想される。仮に目的を達成したとしても、その下流の水衝部等の河状を一変させる恐

れがあるので、護岸との併用で流速を減少させる根固水制工として採用されている事例が多

い。 
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2.1 水制工の形状 
 

水制工の長さ、高さ、間隔は、水制工の目的、河状、上下流及び対岸への影響、構造物自

体の安全性を考慮して定めるものとする。 
解説 
 一般に水制工は、単独の水制工で流水に抵抗させるより、水制工群として一定区間に設け

て各水制に均等に抵抗させて流速を低減させるほうが急流荒廃河川では効果的である。 
 一般には水制工の長さを短くし水制工と L 
護岸を併設したほうが、維持、工費上からも 
経済的となる場合が多く、その長さは川幅の l 
1 割以下としている例が多い。また、水制群 W 
では、上流側を短くし水勢における負担を軽 
くするとともに、水制工天端に、河心に向か      l 
って 1/10～1/100 の下り勾配を付けるのが 
通常である。 
 水制工の高さは、維持管理及び河川に与え     l：水制長（１＜w/10） 
る不測の影響を考慮して低くする場合が多      L：水制間隔 L=(1.5～2.0)ｌ 
く、平均低水位上 0.5～1.0ｍ程度としている。    W：川幅 
また、水制工の間隔は、水制工高の 10 倍程       図 2-6-3 水制の長さ及び間隔 
度及び水制工長の 1.5～2.0 倍程度を目途と 
して、水制の高さ、長さとの関係等から経済性も考慮して定める必要がある。 
 なお、水制工のもと付けについては、護岸と水制工を併設する場合は流水が水制と護岸の

間を流下しない構造とし、水制工単独の場合は十分根入れを行うとともに、もと付け付近に

流水が向かわない構造とする必要がある。 
 
2.2 本体及び根固工 
 

本体は、自重で水流に抵抗するものでなければならない。また、根固工は、本指針第２編

第 5 章 3.4 に準じて設計するものとする。 
解説 
一般に砂防施設を設ける渓流は、急流でかつ河床材料の粒径が大きいため、水制の強度の

面から杭打ち水制工は避けるべきで、むしろ自重で流水等に抵抗できるような工法を用いる

べきであり、一般にコンクリート不透過水制が多く用いられる。 
透過水制工を採用する場合は、提頂部まで外力が働いても安全でなければならない。 
水制工の基礎は、一般には河床の砂礫であり、洗掘を受けやすく、特に水制の先端は局所

洗掘による基礎の破壊の原因となりやすい。このため水制工には、原則として根固工を併設

する。 


